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統計法、行政機関個人情報保護法及び個人情報保護法における主な規律の比較表 
 

総務省政策統括官（統計基準担当） 

 統計法 

（平成 19年法律第 53号） 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律

（平成 15年法律第 58号） 

個人情報の保護に関する法律 

（平成 15年法律第 57号） 

目

的 

この法律は、公的統計が国民にとって合理的な

意思決定を行うための基盤となる重要な情報であ

ることにかんがみ、公的統計の作成及び提供に関

し基本となる事項を定めることにより、公的統計

の体系的かつ効率的な整備及びその有用性の確保

を図り、もって国民経済の健全な発展及び国民生

活の向上に寄与することを目的とする。（第 1条） 

この法律は、行政機関において個人情報の利用

が拡大していることに鑑み、行政機関における個

人情報の取扱いに関する基本的事項及び行政機関

非識別加工情報（行政機関非識別加工情報ファイ

ルを構成するものに限る。）の提供に関する事項を

定めることにより、行政の適正かつ円滑な運営を

図り、並びに個人情報の適正かつ効果的な活用が

新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊

かな国民生活の実現に資するものであることその

他の個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利

利益を保護することを目的とする。  （第 1条） 

この法律は、高度情報通信社会の進展に伴い個

人情報の利用が著しく拡大していることに鑑み、

個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政

府による基本方針の作成その他の個人情報の保護

に関する施策の基本となる事項を定め、国及び地

方公共団体の責務等を明らかにするとともに、個

人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務等を定

めることにより、個人情報の適正かつ効果的な活

用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及

び豊かな国民生活の実現に資するものであること

その他の個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の

権利利益を保護することを目的とする。（第 1条） 

用

語 
調査票情報 個人情報、保有個人情報及び個人情報ファイル 個人情報、個人データ及び個人情報データベース等 

定

義 

○調査票情報の定義 

「調査票情報」とは、統計調査によって集めら

れた情報のうち、文書、図画又は電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られた記録をい

う。）に記録されているものをいう。 

          （第 2条第 11項） 

○個人情報の定義 

「個人情報」とは、生存する個人に関する情報

であって、次の各号のいずれかに該当するものを

いう。 

一 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の

記述等（文書、図画若しくは電磁的記録（電磁

的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式をい

う。次項第二号において同じ。）で作られる記録

をいう。以下同じ。）に記載され、若しくは記録

され、又は音声、動作その他の方法を用いて表

された一切の事項（個人識別符号を除く。）をい

う。以下同じ。）により特定の個人を識別するこ

とができるもの（他の情報と照合することがで

き、それにより特定の個人を識別することがで

きることとなるものを含む。） 

二 個人識別符号が含まれるもの 

３ 「個人識別符号」とは、次の各号のいずれかに

該当する文字、番号、記号その他の符号のうち、

政令で定めるものをいう。 

一 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機

の用に供するために変換した文字、番号、記号

その他の符号であって、当該特定の個人を識別

することができるもの 

二 個人に提供される役務の利用若しくは個人に

販売される商品の購入に関し割り当てられ、又

は個人に発行されるカードその他の書類に記載

され、若しくは電磁的方式により記録された文

字、番号、記号その他の符号であって、その利

用者若しくは購入者又は発行を受ける者ごとに

異なるものとなるように割り当てられ、又は記

載され、若しくは記録されることにより、特定

の利用者若しくは購入者又は発行を受ける者を

識別することができるもの 

（第 2条第 2項・第 3項） 

 

○保有個人情報の定義 

「保有個人情報」とは、行政機関の職員が職務

上作成し、又は取得した個人情報であって、当該

行政機関の職員が組織的に利用するものとして、

当該行政機関が保有しているものをいう。ただ

し、行政文書（行政機関の保有する情報の公開に

関する法律（平成十一年法律第四十二号。以下

「行政機関情報公開法」という。）第二条第二項

に規定する行政文書をいう。以下同じ。）に記録

されているものに限る。   （第 2条第 5項） 

 

○個人情報ファイルの定義 

「個人情報ファイル」とは、保有個人情報を含

む情報の集合物であって、次に掲げるものをい

う。 

一 一定の事務の目的を達成するために特定の保

○個人情報の定義 

「個人情報」とは、生存する個人に関する情報

であって、次の各号のいずれかに該当するものを

いう。 

一 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の

記述等（文書、図画若しくは電磁的記録（電磁

的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式をい

う。次項第二号において同じ。）で作られる記録

をいう。第十八条第二項において同じ。）に記載

され、若しくは記録され、又は音声、動作その

他の方法を用いて表された一切の事項（個人識

別符号を除く。）をいう。以下同じ。）により特

定の個人を識別することができるもの（他の情

報と容易に照合することができ、それにより特

定の個人を識別することができることとなるも

のを含む。） 

二 個人識別符号が含まれるもの 

２ 「個人識別符号」とは、次の各号のいずれかに

該当する文字、番号、記号その他の符号のうち、

政令で定めるものをいう。 

一 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機

の用に供するために変換した文字、番号、記号

その他の符号であって、当該特定の個人を識別

することができるもの 

二 個人に提供される役務の利用若しくは個人に

販売される商品の購入に関し割り当てられ、又

は個人に発行されるカードその他の書類に記載

され、若しくは電磁的方式により記録された文

字、番号、記号その他の符号であって、その利

用者若しくは購入者又は発行を受ける者ごとに

異なるものとなるように割り当てられ、又は記

載され、若しくは記録されることにより、特定

の利用者若しくは購入者又は発行を受ける者を

識別することができるもの 

       （第 2条第 1項・2項） 

 

○個人データの定義 

「個人データ」とは、個人情報データベース等

を構成する個人情報をいう。 （第 2条第 6項） 

 

○個人情報データベース等の定義 

「個人情報データベース等」とは、個人情報を

含む情報の集合物であって、次に掲げるもの（利

用方法からみて個人の権利利益を害するおそれが

少ないものとして政令で定めるものを除く。）を

いう。 

一 特定の個人情報を電子計算機を用いて検索す

ることができるように体系的に構成したもの 

二 前号に掲げるもののほか、特定の個人情報を

容易に検索することができるように体系的に構

成したものとして政令で定めるもの 

資料３－１ 
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有個人情報を電子計算機を用いて検索すること

ができるように体系的に構成したもの 

二 前号に掲げるもののほか、一定の事務の目的

を達成するために氏名、生年月日、その他の記

述等により特定の保有個人情報を容易に検索す

ることができるように体系的に構成したもの 

         （第 2条第 6項） 

（第 2条第 7項） 

利

用 

・

提

供

の

制

限 

○調査票情報の目的外利用・提供の制限 

行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行

機関又は届出独立行政法人等は、この法律（地方

公共団体の長その他の執行機関にあっては、この

法律又は当該地方公共団体の条例）に特別の定め

がある場合を除き、その行った統計調査の目的以

外の目的のために、当該統計調査に係る調査票情

報を自ら利用し、又は提供してはならない。 

         （第 40条第 1項） 

○保有個人情報の利用及び提供の制限 

行政機関の長は、法令に基づく場合を除き、利

用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利

用し、又は提供してはならない。（第 8条第 1項） 

○個人情報の利用目的による制限 

個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意

を得ないで、前条の規定により特定された利用目

的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り

扱ってはならない。     （第 16条第 1項） 

 

○個人データの第三者提供の制限 

個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除く

ほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人デ

ータを第三者に提供してはならない。 

  （第 23条第 1項） 

利

用 

・

提

供

の

制

限

の

例

外 

○調査票情報の目的外利用制限の例外 

行政機関の長又は届出独立行政法人等は、次に

掲げる場合には、その行った統計調査に係る調査

票情報を利用することができる。 

一 統計の作成又は統計的研究（以下「統計の作

成等」という。）を行う場合 

二 統計を作成するための調査に係る名簿を作成

する場合           （第 32条） 

 

○調査票情報の目的外提供制限の例外 

行政機関の長又は届出独立行政法人等は、次の

各号に掲げる者が当該各号に定める行為を行う場

合には、その行った統計調査に係る調査票情報を、

これらの者に提供することができる。 

一 行政機関等その他これに準ずる者として総務

省令で定める者 統計の作成等又は統計を作成

するための調査に係る名簿の作成 

二 前号に掲げる者が行う統計の作成等と同等の

公益性を有する統計の作成等として総務省令で

定めるものを行う者 当該総務省令で定める統

計の作成等          （第 33条） 

○保有個人情報の利用及び提供の制限の例外 

行政機関の長は、次の各号のいずれかに該当す

ると認めるときは、利用目的以外の目的のために

保有個人情報を自ら利用し、又は提供することが

できる。ただし、保有個人情報を利用目的以外の

目的のために自ら利用し、又は提供することによ

って、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害す

るおそれがあると認められるときは、この限りで

ない。 

一 本人の同意があるとき、又は本人に提供する

とき。 

二 行政機関が法令の定める所掌事務の遂行に必

要な限度で保有個人情報を内部で利用する場合

であって、当該保有個人情報を利用することに

ついて相当な理由のあるとき。 

三 他の行政機関、独立行政法人等、地方公共団

体又は地方独立行政法人に保有個人情報を提供

する場合において、保有個人情報の提供を受け

る者が、法令の定める事務又は業務の遂行に必

要な限度で提供に係る個人情報を利用し、かつ、

当該個人情報を利用することについて相当な理

由のあるとき。 

四 前三号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成

又は学術研究の目的のために保有個人情報を提

供するとき、本人以外の者に提供することが明

らかに本人の利益になるとき、その他保有個人

情報を提供することについて特別の理由のある

とき。          （第 8条第 2項） 

○個人情報の利用目的による制限の例外 

次に掲げる場合については、適用しない。 

一 法令に基づく場合 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要

がある場合であって、本人の同意を得ることが

困難であるとき。 

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進

のために特に必要がある場合であって、本人の

同意を得ることが困難であるとき。 

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託

を受けた者が法令の定める事務を遂行すること

に対して協力する必要がある場合であって、本

人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支

障を及ぼすおそれがあるとき。 

  （第 16条第 3項） 

 

○個人データの第三者提供の制限の例外 

個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除く

ほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人デ

ータを第三者に提供してはならない。 

一 法令に基づく場合 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要

がある場合であって、本人の同意を得ることが

困難であるとき。 

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進

のために特に必要がある場合であって、本人の

同意を得ることが困難であるとき。 

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託

を受けた者が法令の定める事務を遂行すること

に対して協力する必要がある場合であって、本

人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支

障を及ぼすおそれがあるとき。 

２ 個人情報取扱事業者は、第三者に提供される個

人データについて、本人の求めに応じて当該本人

が識別される個人データの第三者への提供を停止

することとしている場合であって、次に掲げる事

項について、あらかじめ、本人に通知し、又は本

人が容易に知り得る状態に置いているときは、前

項の規定にかかわらず、当該個人データを第三者

に提供することができる。 

一 第三者への提供を利用目的とすること。 

二 第三者に提供される個人データの項目 

三 第三者への提供の手段又は方法 

四 本人の求めに応じて当該本人が識別される個

人データの第三者への提供を停止すること。 

３・４ （略） 

５ 次に掲げる場合において、当該個人データの提

供を受ける者は、前各項の規定の適用については、

第三者に該当しないものとする。 

  一 個人情報取扱事業者が利用目的の達成に必要

な範囲内において個人データの取扱いの全部又

は一部を委託することに伴って当該個人データ

が提供される場合 
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  二 合併その他の事由による事業の承継に伴って

個人データが提供される場合 

  三 特定の者との間で共同して利用される個人デ

ータが当該特定の者に提供される場合であっ

て、その旨並びに共同して利用される個人デー

タの項目、共同して利用する者の範囲、利用す

る者の利用目的及び当該個人データの管理につ

いて責任を有する者の氏名又は名称について、

あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に

知り得る状態に置いているとき。（第 23 条第 1

項・第 2項・5項） 

管

理

義

務 

・ 

守

秘

義

務

等 

○調査票情報等の管理 

次の各号に掲げる者は、当該各号に定める情報

を適正に管理するために必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

一 行政機関の長 当該行政機関の行った統計調

査に係る調査票情報、第二十七条第一項の規定

により利用する基幹統計調査又は一般統計調査

に係る調査票情報、事業所母集団データベース

に記録されている情報、第二十九条第一項の規

定により他の行政機関から提供を受けた行政記

録情報及び第三十五条第一項の規定により作成

した匿名データ 

二 地方公共団体の長その他の執行機関 当該地

方公共団体の行った統計調査に係る調査票情報

及び第二十七条第二項の規定により総務大臣か

ら提供を受けた事業所母集団データベースに記

録されている情報 

三 届出独立行政法人等 当該届出独立行政法人

等の行った統計調査に係る調査票情報、事業所

母集団データベースに記録されている情報及び

第三十五条第一項の規定により作成した匿名デ

ータ 

２ 前項の規定は、同項各号に掲げる者から当該各

号に定める情報の取扱いに関する業務の委託を受

けた者その他の当該委託に係る業務を受託した者

について準用する。        （第 39条） 

 

○調査票情報の提供を受けた者の管理義務 

  次の各号に掲げる者は、当該各号に定める情報

を適正に管理するために必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

一 第三十三条の規定により調査票情報の提供を

受けた者 当該調査票情報 

二 第三十六条の規定により匿名データの提供を

受けた者 当該匿名データ 

２ 前項の規定は、同項各号に掲げる者から当該各

号に定める情報の取扱いに関する業務の委託を受

けた者その他の当該委託に係る業務を受託した者

について準用する。        （第 42条） 

○保有個人情報の安全確保の措置 

行政機関の長は、保有個人情報の漏えい、滅失

又は毀損の防止その他の保有個人情報の適切な管

理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 前項の規定は、行政機関から個人情報（行政機

関非識別加工情報及び削除情報に該当するものを

除く。次条、第三十八条、第四十八条、第五十条及

び第五十一条において同じ。）の取扱いの委託を受

けた者が受託した業務を行う場合について準用す

る。               （第 6条） 

 

○従事者の義務 

個人情報の取扱いに従事する行政機関の職員若

しくは職員であった者又は前条第二項の受託業務

に従事している者若しくは従事していた者は、そ

の業務に関して知り得た個人情報の内容をみだり

に他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはな

らない。             （第 7条） 

○個人データの安全管理措置 

個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人デー

タの漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人デ

ータの安全管理のために必要かつ適切な措置を講

じなければならない。       （第 20条） 

 

○個人データの取扱いに係る従業者の監督 

個人情報取扱事業者は、その従業者に個人デー

タを取り扱わせるに当たっては、当該個人データ

の安全管理が図られるよう、当該従業者に対する

必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

             （第 21条） 

 

○個人データの取扱いに係る委託先の監督 

個人情報取扱事業者は、個人データの取扱いの

全部又は一部を委託する場合は、その取扱いを委

託された個人データの安全管理が図られるよう、

委託を受けた者に対する必要かつ適切な監督を行

わなければならない。       （第 22条） 

 

 

○守秘義務 

  次の各号に掲げる者は、当該各号に定める業務

に関して知り得た個人又は法人その他の団体の秘

密を漏らしてはならない。 

一 第三十九条第一項第一号に定める情報の取扱

いに従事する行政機関の職員又は職員であった

者 当該情報を取り扱う業務 

二 第三十九条第一項第二号に定める情報の取扱

いに従事する地方公共団体の職員又は職員であ

った者 当該情報を取り扱う業務 

三 第三十九条第一項第三号に定める情報の取扱

いに従事する届出独立行政法人等の役員若しく

は職員又はこれらの職にあった者 当該情報を

取り扱う業務 

四 行政機関、地方公共団体又は届出独立行政法

人等から前三号の情報の取扱いに関する業務の

委託を受けた者その他の当該委託に係る業務に

従事する者又は従事していた者 当該委託に係

る業務 

五 地方公共団体が第十六条の規定により基幹統
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計調査に関する事務の一部を行うこととされた

場合において、基幹統計調査に係る調査票情報、

事業所母集団データベースに記録されている情

報及び第二十九条第一項の規定により他の行政

機関から提供を受けた行政記録情報の取扱いに

従事する当該地方公共団体の職員又は職員であ

った者 当該情報を取り扱う業務 

六 前号に規定する地方公共団体から同号の情報

の取扱いに関する業務の委託を受けた者その他

の当該委託に係る業務に従事する者又は従事し

ていた者 当該委託に係る業務 （第 41条） 

 

○調査票情報の提供を受けた者の守秘義務 

次の各号に掲げる者は、当該各号に定める業務

に関して知り得た個人又は法人その他の団体の秘

密を漏らしてはならない。 

一 前条第一項第一号に掲げる者であって、同号

に定める調査票情報の取扱いに従事する者又は

従事していた者 当該調査票情報を取り扱う業

務 

二 前条第一項第一号に掲げる者から同号に定め

る調査票情報の取扱いに関する業務の委託を受

けた者その他の当該委託に係る業務に従事する

者又は従事していた者 当該委託に係る業務 

２ 第三十三条の規定により調査票情報の提供を受

けた者若しくは第三十六条の規定により匿名デー

タの提供を受けた者又はこれらの者から当該調査

票情報若しくは当該匿名データの取扱いに関する

業務の委託を受けた者その他の当該委託に係る業

務に従事する者若しくは従事していた者は、当該

調査票情報又は当該匿名データをその提供を受け

た目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供

してはならない。        （第 43条） 

適

用

除

外 

○行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律

等の適用除外 

  基幹統計調査及び一般統計調査に係る調査票情

報に含まれる個人情報（行政機関の保有する個人

情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十

八号）第二条第二項に規定する個人情報及び独立

行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法

律（平成十五年法律第五十九号。次項において

「独立行政法人等個人情報保護法」という。）第

二条第二項に規定する個人情報をいう。以下この

項において同じ。）、事業所母集団データベースに

含まれる個人情報並びに第二十九条第一項の規定

により他の行政機関から提供を受けた行政記録情

報に含まれる個人情報については、これらの法律

の規定は、適用しない。 

２ 届出独立行政法人等であって、独立行政法人等

個人情報保護法第二条第一項に規定する独立行政

法人等に該当するものが行った統計調査に係る調

査票情報に含まれる個人情報（同条第二項に規定

する個人情報をいう。）については、独立行政法

人等個人情報保護法の規定は、適用しない。    

                    （第 52条） 

  ○個人情報取扱事業者の義務等の適用除外 

個人情報取扱事業者等のうち次の各号に掲げる

者については、その個人情報等を取り扱う目的の

全部又は一部がそれぞれ当該各号に規定する目的

であるときは、第四章の規定は、適用しない。 

一 放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関

（報道を業として行う個人を含む。） 報道の用

に供する目的 

二 著述を業として行う者 著述の用に供する目

的 

三 大学その他の学術研究を目的とする機関若し

くは団体又はそれらに属する者 学術研究の用

に供する目的 

四 宗教団体 宗教活動（これに付随する活動を含

む。）の用に供する目的 

五 政治団体 政治活動（これに付随する活動を含

む。）の用に供する目的 

２ 前項第一号に規定する「報道」とは、不特定か

つ多数の者に対して客観的事実を事実として知ら

せること（これに基づいて意見又は見解を述べる

ことを含む。）をいう。 

３ 第一項各号に掲げる個人情報取扱事業者等は、

個人データ又は匿名加工情報の安全管理のために

必要かつ適切な措置、個人情報等の取扱いに関す

る苦情の処理その他の個人情報等の適正な取扱い

を確保するために必要な措置を自ら講じ、かつ、

当該措置の内容を公表するよう努めなければなら

ない。                     （第 76条） 
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用

語 
匿名データ 

非識別加工情報、行政機関非識別加工情報 

及び行政機関等非識別加工情報ファイル 
匿名加工情報及び匿名加工情報データベース等 

定

義 

○匿名データの定義 

「匿名データ」とは、一般の利用に供すること

を目的として調査票情報を特定の個人又は法人そ

の他の団体の識別（他の情報との照合による識別

を含む。）ができないように加工したものをいう。 

            （第 2条第 9項） 

○非識別加工情報の定義 

  「非識別加工情報」とは、次の各号に掲げる個

人情報（他の情報と照合することができ、それに

より特定の個人を識別することができることとな

るもの（他の情報と容易に照合することができ、

それにより特定の個人を識別することができるこ

ととなるものを除く。）を除く。以下この項にお

いて同じ。）の区分に応じて当該各号に定める措

置を講じて特定の個人を識別することができない

（個人に関する情報について、当該個人に関する

情報に含まれる記述等により、又は当該個人に関

する情報が他の情報と照合することができる個人

に関する情報である場合にあっては他の情報（当

該個人に関する情報の全部又は一部を含む個人情

報その他の個人情報保護委員会規則で定める情報

を除く。）と照合することにより、特定の個人を

識別することができないことをいう。第四十四条

の十第一項において同じ。）ように個人情報を加

工して得られる個人に関する情報であって、当該

個人情報を復元することができないようにしたも

のをいう。 

一 第二項第一号に該当する個人情報 当該個人

情報に含まれる記述等の一部を削除すること

（当該一部の記述等を復元することのできる規

則性を有しない方法により他の記述等に置き換

えることを含む。）。 

二 第二項第二号に該当する個人情報 当該個人

情報に含まれる個人識別符号の全部を削除する

こと（当該個人識別符号を復元することのでき

る規則性を有しない方法により他の記述等に置

き換えることを含む。）。  （第 2条第 8項） 

 

○行政機関非識別加工情報の定義 

  「行政機関非識別加工情報」とは、次の各号の

いずれにも該当する個人情報ファイルを構成する

保有個人情報（他の情報と照合することができ、

それにより特定の個人を識別することができるこ

ととなるもの（他の情報と容易に照合することが

でき、それにより特定の個人を識別することがで

きることとなるものを除く。）を除く。以下この項

において同じ。）の全部又は一部（これらの一部に

行政機関情報公開法第五条に規定する不開示情報

（同条第一号に掲げる情報を除く。以下この項に

おいて同じ。）が含まれているときは、当該不開示

情報に該当する部分を除く。）を加工して得られる

非識別加工情報をいう。 

一 第十一条第二項各号のいずれかに該当するも

の又は同条第三項の規定により同条第一項に規

定する個人情報ファイル簿に掲載しないことと

されるものでないこと。 

二 行政機関情報公開法第三条に規定する行政機

関の長に対し、当該個人情報ファイルを構成す

る保有個人情報が記録されている行政文書の同

条の規定による開示の請求があったとしたなら

ば、当該行政機関の長が次のいずれかを行うこ

ととなるものであること。 

イ 当該行政文書に記録されている保有個人情

報の全部又は一部を開示する旨の決定をする

こと。 

ロ 行政機関情報公開法第十三条第一項又は第

二項の規定により意見書の提出の機会を与え

ること。 

三 行政の適正かつ円滑な運営に支障のない範囲

内で、第四十四条の十第一項の基準に従い、当

該個人情報ファイルを構成する保有個人情報を

加工して非識別加工情報を作成することができ

るものであること。     （第 2条第 9項） 

 

 

○匿名加工情報の定義 

「匿名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人

情報の区分に応じて当該各号に定める措置を講じ

て特定の個人を識別することができないように個

人情報を加工して得られる個人に関する情報であ

って、当該個人情報を復元することができないよ

うにしたものをいう。 

一 第一項第一号に該当する個人情報 当該個人

情報に含まれる記述等の一部を削除すること

（当該一部の記述等を復元することのできる規

則性を有しない方法により他の記述等に置き換

えることを含む。）。 

二 第一項第二号に該当する個人情報 当該個人

情報に含まれる個人識別符号の全部を削除する

こと（当該個人識別符号を復元することのでき

る規則性を有しない方法により他の記述等に置

き換えることを含む。）。  （第 2条第 9項） 

 

○匿名加工情報データベース等の定義 

匿名加工情報を含む情報の集合物であって、特

定の匿名加工情報を電子計算機を用いて検索する

ことができるように体系的に構成したものその他

特定の匿名加工情報を容易に検索することができ

るように体系的に構成したものとして政令で定め

るもの。         （第 2条第 10項） 
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○行政機関非識別加工情報ファイルの定義 

「行政機関非識別加工情報ファイル」とは、行政

機関非識別加工情報を含む情報の集合物であっ

て、次に掲げるものをいう。 

一 特定の行政機関非識別加工情報を電子計算機

を用いて検索することができるように体系的に

構成したもの 

二 前号に掲げるもののほか、特定の行政機関非

識別加工情報を容易に検索することができるよ

うに体系的に構成したものとして政令で定める

もの          （第 2条第 10項） 

作

成

等 

○匿名データの作成 

行政機関の長又は届出独立行政法人等は、その

行った統計調査に係る調査票情報を加工して、匿

名データを作成することができる。 

２ 行政機関の長は、前項の規定により基幹統計調

査に係る匿名データを作成しようとするときは、

あらかじめ、統計委員会の意見を聴かなければな

らない。            （第 35条） 

○行政機関非識別加工情報の作成等 

行政機関の長は、行政機関非識別加工情報を作

成するときは、特定の個人を識別することができ

ないように及びその作成に用いる保有個人情報を

復元することができないようにするために必要な

ものとして個人情報保護委員会規則で定める基準

に従い、当該保有個人情報を加工しなければなら

ない。          

２ 行政機関から行政機関非識別加工情報の作成の

委託を受けた者が受託した業務を行う場合につい

て準用する。        （第 44条の 10） 

 

○行政機関非識別加工情報に関する事項の個人情報

ファイル簿への記載 

行政機関の長は、行政機関非識別加工情報を作

成したときは、当該行政機関非識別加工情報の作

成に用いた保有個人情報を含む個人情報ファイル

については、個人情報ファイル簿に次に掲げる事

項を記載しなければならない。この場合における

当該個人情報ファイルについての第四十四条の三

の規定により読み替えられた第十一条第一項の規

定の適用については、同項中「並びに第四十四条

の三各号」とあるのは、「、第四十四条の三各号

並びに第四十四条の十一各号」とする。 

一 行政機関非識別加工情報の概要として個人情

報保護委員会規則で定める事項 

二 次条第一項の提案を受ける組織の名称及び所

在地 

三 次条第一項の提案をすることができる期間 

（第 44条の 11） 

○匿名加工情報の作成等 

個人情報取扱事業者は、匿名加工情報（匿名加

工情報データベース等を構成するものに限る。以

下同じ。）を作成するときは、特定の個人を識別す

ること及びその作成に用いる個人情報を復元する

ことができないようにするために必要なものとし

て個人情報保護委員会規則で定める基準に従い、

当該個人情報を加工しなければならない。 

            （第 36条第 1項） 

 

○匿名加工情報の作成時の公表 

個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成し

たときは、個人情報保護委員会規則で定めるとこ

ろにより、当該匿名加工情報に含まれる個人に関

する情報の項目を公表しなければならない。 

           （第 36条第 3項） 

提

供

要

件 

○匿名データの提供 

行政機関の長又は届出独立行政法人等は、学術

研究の発展に資すると認める場合その他の総務省

令で定める場合には、総務省令で定めるところに

より、一般からの求めに応じ、前条第一項の規定

により作成した匿名データを提供することができ

る。              （第 36条） 

○行政機関非識別加工情報の作成及び提供等 

行政機関の長は、この章の規定に従い、行政機

関非識別加工情報（行政機関非識別加工情報ファ

イルを構成するものに限る。以下この章及び次章

において同じ。）を作成し、及び提供することがで

きる          （第 44条の 2第 1項） 

○個人情報取扱事業者による匿名加工情報の第三者

提供 

個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成し

て当該匿名加工情報を第三者に提供するときは、

個人情報保護委員会規則で定めるところにより、

あらかじめ、第三者に提供される匿名加工情報に

含まれる個人に関する情報の項目及びその提供の

方法について公表するとともに、当該第三者に対

して、当該提供に係る情報が匿名加工情報である

旨を明示しなければならない。（第 36条第４項） 

 

○匿名加工取扱事業者による匿名加工情報の第三者

提供 

匿名加工情報取扱事業者は、匿名加工情報（自

ら個人情報を加工して作成したものを除く。以下

この節において同じ。）を第三者に提供するとき

は、個人情報保護委員会規則で定めるところによ

り、あらかじめ、第三者に提供される匿名加工情

報に含まれる個人に関する情報の項目及びその提

供の方法について公表するとともに、当該第三者

に対して、当該提供に係る情報が匿名加工情報で

ある旨を明示しなければならない。 （第 37条） 

利

用 

・ 

提

供

の

制

限 

○調査票情報の目的外利用・提供の制限 

第三十三条の規定により調査票情報の提供を受

けた者若しくは第三十六条の規定により匿名デー

タの提供を受けた者又はこれらの者から当該調査

票情報若しくは当該匿名データの取扱いに関する

業務の委託を受けた者その他の当該委託に係る業

務に従事する者若しくは従事していた者は、当該

調査票情報又は当該匿名データをその提供を受け

○行政機関非識別加工情報の作成及び提供等の制  

 限 

行政機関の長は、法令に基づく場合を除き、利

用目的以外の目的のために行政機関非識別加工情

報及び削除情報（保有個人情報に該当するものに

限る。）を自ら利用し、又は提供してはならない。 

          （第 44条の 2第 2項） 
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た目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供

してはならない。      （第 43条第 2項） 

識

別

行

為

の

禁

止 

  ※ 行政機関非識別加工情報の提供を受けた民間事

業者は、個人情報保護法における匿名加工情報取

扱事業者に対する規律（識別行為の禁止等）の対

象となる。 

○個人情報取扱事業者による識別行為の禁止 

個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成し

て自ら当該匿名加工情報を取り扱うに当たって

は、当該匿名加工情報の作成に用いられた個人情

報に係る本人を識別するために、当該匿名加工情

報を他の情報と照合してはならない。 

 （第 36条第 5項） 

 

○匿名加工取扱事業者による識別行為の禁止 

匿名加工情報取扱事業者は、匿名加工情報を取

り扱うに当たっては、当該匿名加工情報の作成に

用いられた個人情報に係る本人を識別するため

に、当該個人情報から削除された記述等若しくは

個人識別符号若しくは第三十六条第一項、行政機

関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成

十五年法律第五十八号）第四十四条の十第一項

（同条第二項において準用する場合を含む。）若

しくは独立行政法人等の保有する個人情報の保護

に関する法律第四十四条の十第一項（同条第二項

において準用する場合を含む。）の規定により行

われた加工の方法に関する情報を取得し、又は当

該匿名加工情報を他の情報と照合してはならな

い。              （第 38条）  

管

理

等

の

義

務 

○匿名データの提供を受けた者による適正な管理 

次の各号に掲げる者は、当該各号に定める情報

を適正に管理するために必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

一 （略） 

二 第三十六条の規定により匿名データの提供を

受けた者 当該匿名データ 

２ 前項の規定は、同項各号に掲げる者から当該各

号に定める情報の取扱いに関する業務の委託を受

けた者その他の当該委託に係る業務を受託した者

について準用する。        （第 42条） 

○行政機関非識別加工情報等の安全確保の措置 

行政機関の長は、行政機関非識別加工情報、行

政機関非識別加工情報の作成に用いた保有個人情

報から削除した記述等及び個人識別符号並びに第

四十四条の十第一項の規定により行った加工の方

法に関する情報（以下この条及び次条において

「行政機関非識別加工情報等」という。）の漏え

いを防止するために必要なものとして個人情報保

護委員会規則で定める基準に従い、行政機関非識

別加工情報等の適切な管理のために必要な措置を

講じなければならない。 

２ 前項の規定は、行政機関から行政機関非識別加

工情報等の取扱いの委託を受けた者が受託した業

務を行う場合について準用する。 

（第 44条の 15） 

 

○従事者の義務 

行政機関非識別加工情報等の取扱いに従事する

行政機関の職員若しくは職員であった者又は前条

第二項の受託業務に従事している者若しくは従事

していた者は、その業務に関して知り得た行政機

関非識別加工情報等の内容をみだりに他人に知ら

せ、又は不当な目的に利用してはならない。 

（第 44条の 16） 

○加工方法等情報の安全管理措置 

個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成し

たときは、その作成に用いた個人情報から削除し

た記述等及び個人識別符号並びに前項の規定によ

り行った加工の方法に関する情報の漏えいを防止

するために必要なものとして個人情報保護委員会

規則で定める基準に従い、これらの情報の安全管

理のための措置を講じなければならない。 

（第 36条第２項） 

 

○個人情報取扱事業者による匿名加工情報の安全管

理措置等 

個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成し

たときは、当該匿名加工情報の安全管理のために

必要かつ適切な措置、当該匿名加工情報の作成そ

の他の取扱いに関する苦情の処理その他の当該匿

名加工情報の適正な取扱いを確保するために必要

な措置を自ら講じ、かつ、当該措置の内容を公表

するよう努めなければならない。 （第 36条第６

項） 

 

○匿名加工情報取扱事業者による匿名加工情報の安

全管理措置等 

匿名加工情報取扱事業者は、匿名加工情報の安

全管理のために必要かつ適切な措置、匿名加工情

報の取扱いに関する苦情の処理その他の匿名加工

情報の適正な取扱いを確保するために必要な措置

を自ら講じ、かつ、当該措置の内容を公表するよ

う努めなければならない。       （第 39

条） 

適

用

除

外 

○行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律

等の適用除外 

 【上掲】                         （第 52条） 

  ○個人情報取扱事業者の義務等の適用除外 

【上掲】                 （第 76条） 

 

 


